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(57)【要約】
ＯＦＤＭＡ通信におけるトーン割り振りをシグナリング
するための方法および装置が本明細書で開示される。一
態様において、方法は、複数の通信デバイス間で複数の
トーンを分けるトーン割り振りを決定することを含み、
トーン割り振りは、複数のサブバンドを決定することと
、各サブバンドは、複数のトーンの排他的な連続するサ
ブセットを備え、前記複数のサブバンドのうちの少なく
とも１つのサブバンドは、複数のワイヤレス通信の２つ
以上のデバイスに割り当てられる、複数のワイヤレス通
信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスにトーングルー
プサイズを割り当てることと、ここにおいてトーングル
ープサイズは、ワイヤレス通信デバイスが割り振られる
連続するトーンの数を示し、少なくとも１個のトーング
ループサイズが１よりも大きい、のうちの少なくとも１
つを含む。方法はまた、複数のワイヤレス通信デバイス
の各々にトーン割り振りを送信することを含む。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振る方法であって、
　前記複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割り振りを決定す
ることと、ここにおいて前記トーン割り振りは、
　　１つまたは複数のサブバンドを決定することと、各サブバンドは前記複数のトーンの
サブセットを備える、
　　前記１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で、前記複数のワイヤ
レス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割り
当てることと、ここにおいて前記トーングループサイズは、前記ワイヤレス通信デバイス
が前記サブバンド内で割り振られる連続するトーンの数を示す、
　を備える、
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーシ
ョンを送信することと、
　を備える方法。
【請求項２】
　前記複数のトーンの各トーンが、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワ
イヤレス通信デバイスにのみ割り振られ、前記トーン割り振りは、アップリンクまたはダ
ウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つのために使用される、請求項
１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分の前記インジケ
ーションを送信することは、メッセージのヘッダにおいて前記インジケーションを送信す
ることを備える、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分の前記インジケ
ーションを送信することは、トリガメッセージにおいて前記インジケーションを送信する
ことを備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記トーン割り振りを使用して前記複数のワイヤレス通信デバイスの各々にダウンリン
クメッセージを送信することをさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記トーン割り振りを使用して前記ワイヤレス通信デバイスによって送信された、アッ
プリンクメッセージを受信することをさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記サブバンドは、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデバイスに
割り当てられる、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記トーングループサイズは１であり、前記１つまたは複数のサブバンドは単一のサブ
バンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記単一のサ
ブバンド内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１に記載の方法
。
【請求項９】
　前記トーングループサイズは１であり、前記１つまたは複数のサブバンドは複数のサブ
バンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記複数のサ
ブバンドの各々内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１に記載
の方法。
【請求項１０】
　前記トーングループサイズは１よりも大きく、前記１つまたは複数のサブバンドは単一
のサブバンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記単
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一のサブバンド内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１に記載
の方法。
【請求項１１】
　前記トーングループサイズは１よりも大きく、前記１つまたは複数のサブバンドは複数
のサブバンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記複
数のサブバンドの各々内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１
に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ワイヤレス通信デバイスは、前記サブバンド内のＮ個に１個のトーンを割り振られ
、ここでＮは、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、前記サブバンド内のトーン
を割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数である、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記ワイヤレス通信デバイスは、前記サブバンド内のＮ個に１個のトーングループにお
ける前記トーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ、ここでＮは
、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、前記サブバンド内のトーンを割り当てら
れるワイヤレス通信デバイスの数である、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振るように構成された装置であって、
　命令を記憶するメモリと、
　前記メモリと結合され、前記命令を実行するように構成されたプロセッサと、前記命令
は、
　　前記複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割り振りを決定
するためのものであり、ここにおいて前記プロセッサは、
　　　１つまたは複数のサブバンドを決定することと、各サブバンドは前記複数のトーン
のサブセットを備える、
　　　前記１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で、前記複数のワイ
ヤレス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割
り当てることと、ここにおいて前記トーングループサイズは、前記ワイヤレス通信デバイ
スが前記サブバンド内で割り振られる連続するトーンの数を示す、
　　を行うように構成されることによって、前記トーン割り振りを決定するように構成さ
れる、
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーシ
ョンを送信するように構成された送信機と、
　を備える装置。
【請求項１５】
　前記複数のトーンの各トーンが、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワ
イヤレス通信デバイスにのみ割り振られ、前記トーン割り振りは、アップリンクまたはダ
ウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つのために使用される、請求項
１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記送信機は、メッセージのヘッダにおいて前記インジケーションを送信することによ
って、前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分の前記イン
ジケーションを送信するように構成される、請求項１４に記載の装置。
【請求項１７】
　前記送信機は、トリガメッセージにおいて前記インジケーションを送信することによっ
て、前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分の前記インジ
ケーションを送信するように構成される、請求項１４に記載の装置。
【請求項１８】
　前記送信機は、前記トーン割り振りを使用して前記複数のワイヤレス通信デバイスの各
々にダウンリンクメッセージを送信するようにさらに構成される、請求項１４に記載の装
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置。
【請求項１９】
　前記トーン割り振りを使用して前記ワイヤレス通信デバイスによって送信された、アッ
プリンクメッセージを受信するように構成された受信機をさらに備える、請求項１４に記
載の装置。
【請求項２０】
　前記サブバンドは、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデバイスに
割り当てられる、請求項１４に記載の装置。
【請求項２１】
　前記トーングループサイズは１であり、前記１つまたは複数のサブバンドは単一のサブ
バンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記単一のサ
ブバンド内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１４に記載の装
置。
【請求項２２】
　前記トーングループサイズは１であり、前記１つまたは複数のサブバンドは複数のサブ
バンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記複数のサ
ブバンドの各々内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１４に記
載の装置。
【請求項２３】
　前記トーングループサイズは１よりも大きく、前記１つまたは複数のサブバンドは単一
のサブバンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記単
一のサブバンド内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１４に記
載の装置。
【請求項２４】
　前記トーングループサイズは１よりも大きく、前記１つまたは複数のサブバンドは複数
のサブバンドを備え、前記トーン割り振りは、前記トーングループサイズに従って前記複
数のサブバンドの各々内で前記ワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当てる、請求項１
４に記載の装置。
【請求項２５】
　前記ワイヤレス通信デバイスは、前記サブバンド内のＮ個に１個のトーンを割り振られ
、ここでＮは、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、前記サブバンド内のトーン
を割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数である、請求項１４に記載の装置。
【請求項２６】
　前記ワイヤレス通信デバイスは、前記サブバンド内のＮ個に１個のトーングループにお
ける前記トーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ、ここでＮは
、前記複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、前記サブバンド内のトーンを割り当てら
れるワイヤレス通信デバイスの数である、請求項１４に記載の装置。
【請求項２７】
　複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振るための装置であって、
　前記複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割り振りを決定す
るための手段と、ここにおいて前記トーン割り振りを決定するための手段は、
　　１つまたは複数のサブバンドを決定するための手段と、各サブバンドは前記複数のト
ーンのサブセットを備える、
　　前記１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で、前記複数のワイヤ
レス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割り
当てるための手段と、ここにおいて前記トーングループサイズは、前記ワイヤレス通信デ
バイスが前記サブバンド内で割り振られる連続するトーンの数を示す、
　を備える、
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーシ
ョンを送信するための手段と、
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　を備える装置。
【請求項２８】
　ワイヤレス通信のための方法を実施するように構成されたコンピュータ実行可能な命令
を備える非一時的なコンピュータ可読記憶媒体であって、前記方法は、
　複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割り振りを決定するこ
とと、ここにおいて前記トーン割り振りを決定することは、
　　１つまたは複数のサブバンドを決定することと、各サブバンドは前記複数のトーンの
サブセットを備える、
　　前記１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で、前記複数のワイヤ
レス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割り
当てることと、ここにおいて前記トーングループサイズは、前記ワイヤレス通信デバイス
が前記サブバンド内で割り振られる連続するトーンの数を示す、
　を備える、
　前記ワイヤレス通信デバイスに前記トーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーシ
ョンを送信することと、
　を備える非一時的なコンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]　本開示のある特定の態様は一般に、ワイヤレス通信に関し、より具体的には、
ワイヤレス通信システムにおいてユーザ間でトーンを割り振るための方法および装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]　多くの電気通信ステムでは、通信ネットワークが、いくつかの相互作用する空
間的に隔てられたデバイス間でメッセージを交換するために使用される。ネットワークは
、地理的範囲に従って分類され得、それらは、例えば、都市エリア、ローカルエリア、ま
たはパーソナルエリアであり得る。こうしたネットワークは、それぞれ、ワイドエリアネ
ットワーク（ＷＡＮ）、都市エリアネットワーク（ＭＡＮ）、ローカルエリアネットワー
ク（ＬＡＮ）、またはパーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）と指定され得る。ネット
ワークはまた、様々なネットワークノードおよびデバイスを相互接続するために使用され
る交換／ルーティング技法（例えば、回線交換対パケット交換）、送信のために採用され
る物理媒体のタイプ（例えば、有線対ワイヤレス）、および使用される通信プロトコルの
セット（例えば、インターネットプロトコルスイート、ＳＯＮＥＴ（同期型光ネットワー
キング）、イーサネット（登録商標）等）に従って異なる。
【０００３】
　[0003]　ワイヤレスネットワークは、ネットワーク要素が移動式であり、これにより、
動的接続性のニーズを有する場合、またはネットワークアーキテクチャが、固定式ではな
く、アドホックのトポロジにおいて形成される場合によく好まれる。ワイヤレスネットワ
ークは、無線、マイクロ波、赤外線、光（optical）等の周波数帯域における電磁波を使
用する無誘導伝搬モード（unguided propagation mode）にある無形物理媒体を採用する
。ワイヤレスネットワークは、固定式有線ネットワークと比較されるとき、有利に、迅速
なフィールド展開およびユーザの移動性を促進する。
【０００４】
　[0004]　ワイヤレスネットワークにおけるデバイスは、相互間で情報を送信／受信でき
る。デバイス送信は互いに干渉し得、ある特定の送信が他の送信を選択的にブロックし得
る。多くのデバイスが通信ネットワークを共有する場合、輻輳および非効率なリンク使用
が結果として生じ得る。そのため、ワイヤレス通信ネットワークにおける通信効率を向上
させるためのシステム、方法、および非コンピュータ可読媒体が必要とされる。
【発明の概要】
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【０００５】
　[0005]　添付の請求項の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実施(imple
mentations)は各々、いくつかの態様を有し、それらのどの１つも、本明細書で説明され
る望ましい属性を単独で担うものではない。添付の請求項の範囲を制限することなく、い
くつかの卓越した特徴が本明細書で説明される。
【０００６】
　[0006]　本明細書で説明される主題の１つまたは複数の実施の詳細が、添付図面および
以下の説明で述べられる。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および請求項か
ら明らかになるだろう。以下の図の相対的な寸法が原寸通りに描かれていないことがある
ことは留意されたい。
【０００７】
　[0007]　一態様では、複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振る方法が提供
される。方法は、複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割り振
りを決定することを含む。トーン割り振りを決定することは、１つまたは複数のサブバン
ドを決定することを含み、各サブバンドは複数のトーンのサブセットを含む。トーン割り
振りを決定することは、１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で複数
のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイ
ズを割り当てることをさらに含む。トーングループサイズは、そのワイヤレス通信デバイ
スがサブバンド内で割り振られ得る連続するトーンの数を示す。方法は、ワイヤレス通信
デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信することをさら
に含む。
【０００８】
　[0008]　様々な実施形態(embodiments)において、複数のトーンの各トーンが、複数の
ワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにのみ割り振られ得、ト
ーン割り振りは、アップリンクまたはダウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージの
うちの１つのために使用され得る。様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスに
トーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信することは、メッセージの
ヘッダにおいてそのインジケーションを送信することを含み得る。様々な実施形態におい
て、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを
送信することは、トリガメッセージにおいてそのインジケーションを送信することを含み
得る。
【０００９】
　[0009]　様々な実施形態において、方法は、トーン割り振りを使用して複数のワイヤレ
ス通信デバイスの各々にダウンリンクメッセージを送信することをさらに含み得る。様々
な実施形態において、方法は、トーン割り振りを使用してワイヤレス通信デバイスによっ
て送信された、アップリンクメッセージを受信することをさらに含み得る。様々な実施形
態において、サブバンドは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデバイス
に割り当てられ得る。
【００１０】
　[0010]　様々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複
数のサブバンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズ
に従って、単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々
な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複数のサブバンド
は複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数
のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形
態において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバン
ドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、単
一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形態に
おいて、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバンドは
複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数の
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サブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。
【００１１】
　[0011]　様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に
１個のトーンを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サ
ブバンド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実
施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に１個のトーングルー
プにおけるトーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ得、ここで
Ｎは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド内のトーンを割り当てられる
ワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実施形態において、複数のワイヤレス通
信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスは、トーングループサイズおよび複数のサブバン
ドのうちの１つのサブバンドを割り当てられ得、サブバンド内のＮ個に１個のトーングル
ープを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド
内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。
【００１２】
　[0012]　別の態様は、複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振るように構成
された装置を提供する。装置は、命令を記憶する命令を含む。装置は、メモリと結合され
、複数のワイヤレス通信デバイスの間で複数のトーンを分けるトーン割り振りを決定する
ための命令を実行するように構成されたプロセッサをさらに含む。プロセッサは、１つま
たは複数のサブバンドを決定することによってトーン割り振りを決定するように構成され
、各サブバンドは複数のトーンのサブセットを含む。プロセッサは、１つまたは複数のサ
ブバンドのうちの１つのサブバンド内で複数のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワ
イヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割り当てることによってトーン割り振り
を決定するようにさらに構成される。トーングループサイズは、そのワイヤレス通信デバ
イスがサブバンド内で割り振られ得る連続するトーンの数を示す。装置は、ワイヤレス通
信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信するように構
成された送信機をさらに含む。
【００１３】
　[0013]　様々な実施形態において、複数のトーンの各トーンが、複数のワイヤレス通信
デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにのみ割り振られ得、トーン割り振りは
、アップリンクまたはダウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つのた
めに使用され得る。様々な実施形態において、送信機は、ワイヤレス通信デバイスにトー
ン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを、メッセージのヘッダにおいてその
インジケーションを送信することによって、送信するように構成され得る。様々な実施形
態において、送信機は、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分の
インジケーションを、トリガメッセージにおいてそのインジケーションを送信することに
よって、送信するように構成され得る。
【００１４】
　[0014]　様々な実施形態において、送信機は、トーン割り振りを使用して複数のワイヤ
レス通信デバイスの各々にダウンリンクメッセージを送信するようにさらに構成され得る
。様々な実施形態において、装置は、トーン割り振りを使用してワイヤレス通信デバイス
によって送信された、アップリンクメッセージを受信するように構成された受信機をさら
に含み得る。様々な実施形態において、サブバンドは、複数のワイヤレス通信デバイスの
うちの２つ以上のデバイスに割り当てられ得る。
【００１５】
　[0015]　様々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複
数のサブバンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズ
に従って、単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々
な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複数のサブバンド
は複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数
のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形
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態において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバン
ドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、単
一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形態に
おいて、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバンドは
複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数の
サブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。
【００１６】
　[0016]　様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に
１個のトーンを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サ
ブバンド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実
施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に１個のトーングルー
プにおけるトーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ得、ここで
Ｎは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド内のトーンを割り当てられる
ワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実施形態において、複数のワイヤレス通
信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスは、トーングループサイズおよび複数のサブバン
ドのうちの１つのサブバンドを割り当てられ得、サブバンド内のＮ個に１個のトーングル
ープを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド
内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。
【００１７】
　[0017]　別の態様は、複数のワイヤレス通信デバイス間でトーンを割り振るための別の
装置を提供する。装置は、複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトー
ン割り振りを決定するための手段を含む。トーン割り振りを決定するための手段は、１つ
または複数のサブバンドを決定するための手段を含み、各サブバンドは複数のトーンのサ
ブセットを含む。決定するための手段は、１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサ
ブバンド内で複数のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにト
ーングループサイズを割り当てるための手段をさらに含み、ここにおいてそのトーングル
ープサイズは、ワイヤレス通信デバイスがサブバンド内で割り振られ得る連続するトーン
の数を示す。装置は、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のイ
ンジケーションを送信するための手段をさらに含む。
【００１８】
　[0018]　様々な実施形態において、複数のトーンの各トーンが、複数のワイヤレス通信
デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにのみ割り振られ得、トーン割り振りは
、アップリンクまたはダウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つのた
めに使用され得る。様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振り
の少なくとも一部分のインジケーションを送信するための手段は、メッセージのヘッダに
おいてそのインジケーションを送信するための手段を含み得る。様々な実施形態において
、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送
信するための手段は、トリガメッセージにおいてそのインジケーションを送信するための
手段を含み得る。
【００１９】
　[0019]　様々な実施形態において、装置は、トーン割り振りを使用して複数のワイヤレ
ス通信デバイスの各々にダウンリンクメッセージを送信するための手段を含み得る。様々
な実施形態において、装置は、トーン割り振りを使用してワイヤレス通信デバイスによっ
て送信された、アップリンクメッセージを受信するための手段をさらに含み得る。様々な
実施形態において、サブバンドは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデ
バイスに割り当てられ得る。
【００２０】
　[0020]　様々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複
数のサブバンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズ
に従って、単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々
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な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複数のサブバンド
は複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数
のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形
態において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバン
ドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、単
一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形態に
おいて、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバンドは
複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数の
サブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。
【００２１】
　[0021]　様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に
１個のトーンを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サ
ブバンド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実
施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に１個のトーングルー
プにおけるトーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ得、ここで
Ｎは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド内のトーンを割り当てられる
ワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実施形態において、複数のワイヤレス通
信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスは、トーングループサイズおよび複数のサブバン
ドのうちの１つのサブバンドを割り当てられ得、サブバンド内のＮ個に１個のトーングル
ープを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド
内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。
【００２２】
　[0022]　別の態様は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体を提供する。媒体は、ワイ
ヤレス通信のための方法を実施(implement)するように構成されたコンピュータ実行可能
命令を含む。方法は、複数のワイヤレス通信デバイス間で複数のトーンを分けるトーン割
り振りを決定することを含む。トーン割り振りを決定することは、１つまたは複数のサブ
バンドを決定することを含み、各サブバンドは複数のトーンのサブセットを含む。トーン
割り振りを決定することは、１つまたは複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で
複数のワイヤレス通信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループ
サイズを割り当てることをさらに含む。トーングループサイズは、そのワイヤレス通信デ
バイスがサブバンド内で割り振られ得る連続するトーンの数を示す。方法は、ワイヤレス
通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信することを
さらに含む。
【００２３】
　[0023]　様々な実施形態において、複数のトーンの各トーンが、複数のワイヤレス通信
デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにのみ割り振られ得、トーン割り振りは
、アップリンクまたはダウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つのた
めに使用され得る。様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振り
の少なくとも一部分のインジケーションを送信することは、メッセージのヘッダにおいて
そのインジケーションを送信することを含み得る。様々な実施形態において、ワイヤレス
通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信することは
、トリガメッセージにおいてそのインジケーションを送信することを含み得る。
【００２４】
　[0024]　様々な実施形態において、方法は、トーン割り振りを使用して複数のワイヤレ
ス通信デバイスの各々にダウンリンクメッセージを送信することを含み得る。様々な実施
形態において、方法は、トーン割り振りを使用してワイヤレス通信デバイスによって送信
された、アップリンクメッセージを受信することをさらに含み得る。様々な実施形態にお
いて、サブバンドは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデバイスに割り
当てられ得る。
【００２５】
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　[0025]　様々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複
数のサブバンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズ
に従って、単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々
な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複数のサブバンド
は複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数
のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形
態において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバン
ドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、単
一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形態に
おいて、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバンドは
複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数の
サブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。
【００２６】
　[0026]　様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に
１個のトーンを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サ
ブバンド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実
施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に１個のトーングルー
プにおけるトーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ得、ここで
Ｎは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド内のトーンを割り当てられる
ワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実施形態において、複数のワイヤレス通
信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスは、トーングループサイズおよび複数のサブバン
ドのうちの１つのサブバンドを割り当てられ得、サブバンド内のＮ個に１個のトーングル
ープを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド
内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本開示の態様が採用され得るワイヤレス通信システムの例を例示する。
【図２】図１のワイヤレス通信システム内で採用され得るワイヤレスデバイスにおいて利
用され得る様々なコンポーネントを例示する。
【図３】本開示のいくつかの態様に従って使用され得る実例的なサブバンド割り振りを例
示する。
【図４】２０ＭＨｚの、４×シンボル持続時間送信のためのトーンが４ユーザ間で均等に
割り振られる、分散型割り振りの実例的な例示である。
【図５】ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得るハイブリッド割り
振りの実例的な例示である。
【図６】ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得る別のハイブリッド
割り振りの実例的な例示である。
【図７】ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得る別のハイブリッド
割り振りの実例的な例示である。
【図８】５つの割り振りの各々に従って様々なユーザによって使用され得るトーンを例示
する表である。
【図９】７つの異なる基準に基づいた、サブバンド割り振りと分散型割り振りとの間の比
較を例示する。
【図１０】７つの態様の各々に関して各々の割り振りスキームをランク付けする、５つの
割り振りスキームの各々の間の直観的な（intuitive）比較を例示する。
【図１１Ａ】分散型割り振りがサブバンド割り振りに勝って（over）有し得る送信電力利
点を例示する。
【図１１Ｂ】分散型割り振りがサブバンド割り振りに勝って有し得る送信電力利点を例示
する。
【図１２】分散型割り振りおよびサブバンド割り振りに関する、両方が同じ電力を使用し
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て送信されるときの、電力スペクトル密度プロットを例示する。
【図１３Ａ】スペクトルマスクコンプライアンスを例示する、分散型およびサブバンド割
り振りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。
【図１３Ｂ】スペクトルマスクコンプライアンスを例示する、分散型およびサブバンド割
り振りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。
【図１４Ａ】ＯＦＤＭＡユーザ間でのリークを例示する、分散型およびサブバンド割り振
りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。
【図１４Ｂ】ＯＦＤＭＡユーザ間でのリークを例示する、分散型およびサブバンド割り振
りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。
【図１５】分散型割り振りではなくサブバンドＯＦＤＭＡ割り振りを使用するときに可能
である実際の（realistic）利得のチャート例示である。
【図１６】ある数の異なるメトリック上での分散型とサブバンド割り振りの間の比較を例
示する。
【図１７】５ＧＨｚ周波数範囲における送信のために配慮され得るＭＨｚあたりのｄＢｍ
の考慮事項（consideration）を例示する。
【図１８】２．４ＧＨｚ周波数範囲における送信のために配慮され得るＭＨｚあたりのｄ
Ｂｍの考慮事項を例示する。
【図１９】図１７および図１８で見られる情報を生成するために使用されたテストケース
を例示する。
【図２０】どの米国連邦通信委員会（ＦＣＣ）規則が５ＧＨｚスペクトルの様々な部分の
ために適用され得るかを例示する。
【図２１】どのＯＯＢＥ　ＦＣＣが、生じ得る様々なタイプの送信のために適用され得る
かを例示する。
【図２２Ａ】２０、４０、および８０ＭＨｚ送信の各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．１１
ａｃにおける５ＨＧｚ帯域送信のためのスペクトルマスク要件をそれぞれ例示する。
【図２２Ｂ】２０、４０、および８０ＭＨｚ送信の各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．１１
ａｃにおける５ＨＧｚ帯域送信のためのスペクトルマスク要件をそれぞれ例示する。
【図２２Ｃ】２０、４０、および８０ＭＨｚ送信の各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．１１
ａｃにおける５ＨＧｚ帯域送信のためのスペクトルマスク要件をそれぞれ例示する。
【図２３】ＬＴＥ（登録商標）－Ｕ送信における２０ＭＨｚチャネルのための送信スペク
トルマスク（ＵＮＩＩ－１）を例示する。
【図２４】２０ＭＨｚチャネル（ＵＮＩＩ－３）のための送信スペクトルマスクを例示す
る。
【図２５】ＥＴＳＩ送信スペクトル電力マスクを例示する。
【図２６Ａ】２０、４０、８０、および１６０ＭＨｚの各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．
１１ａｃのための絶対帯域外放射を例示する。
【図２６Ｂ】２０、４０、８０、および１６０ＭＨｚの各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．
１１ａｃのための絶対帯域外放射を例示する。
【図２６Ｃ】２０、４０、８０、および１６０ＭＨｚの各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．
１１ａｃのための絶対帯域外放射を例示する。
【図２６Ｄ】２０、４０、８０、および１６０ＭＨｚの各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．
１１ａｃのための絶対帯域外放射を例示する。
【図２７】本開示のいくつかの態様にしたがった、ワイヤレス通信のためのトーン割り振
りを送信する実例的な方法である。
【詳細な説明】
【００２８】
　[0054]　新規なシステム、装置、および方法の様々な態様が、添付の図面を参照して以
下により十分に説明される。しかしながら、教示の開示は、多くの異なる形式で具現化さ
れ得、本開示全体を通して提示される何らかの指定の構造または機能に制限されるものと
して解釈されるべきではない。むしろ、これらの態様は、本開示が徹底的で完全になり、
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当業者に本開示の範囲を十分に伝えることになるように提供される。本明細書における教
示に基づいて、当業者は、本開示の範囲が、本発明の何か他の態様と組み合わされて実施
されようとも、独立して実施されようとも、本明細書で開示される新規なシステム、装置
、および方法のどの態様もカバーするように意図されることを認識すべきである。例えば
、本明細書で述べられる任意の数の態様を使用して装置が実施され得る、または方法は実
施され得る。加えて、本発明の範囲は、本明細書で述べられる発明の様々な態様に加えた
、または、本明細書で述べられる発明の様々な態様以外の、他の構造、機能、または、構
造および機能を使用して実施されるこうした装置または方法をカバーするように意図され
る。本明細書で開示される何れかの態様が請求項の１つまたは複数の要素によって具現化
され得ることは理解されるべきである。
【００２９】
　[0055]　特定の態様が本明細書で説明されるものの、これらの態様の多くのバリエーシ
ョンおよび置換が、本開示の範囲内に含まれる。好まれる態様のいくつかの利益および利
点が言及されるものの、本開示の範囲は、特定の利益、使用、または目的に制限されるよ
うには意図されない。むしろ、本開示の態様は、異なるワイヤレス技術、システム構成、
ネットワーク、および送信プロトコルに広く適用可能であるように意図され、そのうちの
１つのいくつかは、好まれる態様の以下の説明および図において、例として例示される。
詳細な説明および図面は単に、制限というよりはむしろ本開示を例示するものであり、本
開示の範囲は、添付の請求項およびそれらの均等物によって定義される。
【００３０】
 実施するデバイス
　[0056]　ワイヤレスネットワーク技術は、様々なタイプのワイヤレスローカルエリアネ
ットワーク（ＷＬＡＮ）を含み得る。ＷＬＡＮは、広く使用されるネットワーキングプロ
トコルを採用して、近くのデバイスを互いに相互接続するために使用され得る。本明細書
で説明される様々な態様は、Ｗｉ－Ｆｉ、またはより一般には、ＩＥＥＥ８０２．１１ワ
イヤレスプロトコルファミリの何れかのメンバのようなどの通信規格にも適用され得る。
【００３１】
　[0057]　いくつかの態様において、ワイヤレス信号は、直交周波数分割多重化（ＯＦＤ
Ｍ）、直接拡散方式（ＤＳＳＳ：direct－sequence spread spectrum）通信、ＯＦＤＭと
ＤＳＳＳ通信の組合せ、または他のスキームを使用して高効率８０２．１１プロトコルに
従って送信され得る。
【００３２】
　[0058]　いくつかの実施では、ＷＬＡＮが、ワイヤレスネットワークにアクセスするコ
ンポーネントである様々なデバイスを含む。例えば、２つのタイプのデバイス：アクセス
ポイント（「ＡＰ」）およびクライアント（局、すなわち「ＳＴＡ」とも称される）、が
存在し得る。一般に、ＡＰは、ＷＬＡＮのための基地局またはハブとしての役割をし、Ｓ
ＴＡは、ＷＬＡＮのユーザとしての役割をし得る。例えば、ＳＴＡは、ラップトップコン
ピュータ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、モバイル電話等であり得る。例えば、ＳＴＡは、ラ
ップトップコンピュータ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、モバイル電話機等であり得る。ある
例では、ＳＴＡは、インターネットへの、または他のワイドエリアネットワークへの一般
的な接続を取得するために、Ｗｉ－Ｆｉ（例えば、８０２．１１ａｘのようなＩＥＥＥ８
０２．１１プロトコル）対応ワイヤレスリンクを介してＡＰに接続する。いくつかの実施
において、ＳＴＡはＡＰとしても使用され得る。
【００３３】
　[0059]　本明細書で説明される技法は、直交周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）のよう
な、直交多重化スキームに基づく通信システムを含む、様々なブロードバンドワイヤレス
通信システムのために使用され得る。ＯＦＤＭＡシステムは、全システム帯域幅を複数の
直交サブキャリアに区分化する変調技法である直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）を利用
する。これらのサブキャリアはまた、トーン、ビン等とも呼ばれ得る。
【００３４】
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　[0060]　本明細書における教示は、様々な有線またはワイヤレス装置（例えば、ノード
）に組み込まれ得る（例えば、様々な有線またはワイヤレス装置内で実施される、または
様々な有線またはワイヤレス装置によって実行される）。いくつかの態様において、本明
細書における教示に従って実施されるワイヤレスノードは、アクセスポイントまたはアク
セス端末を備え得る。
【００３５】
　[0061]　アクセスポイント（「ＡＰ」）は、ノードＢ、無線ネットワークコントローラ
（「ＲＮＣ」）、ｅノードＢ、基地局コントローラ（「ＢＳＣ」）、基地トランシーバ局
（「ＢＴＳ」）、基地局（「ＢＳ」）、トランシーバ機能（「ＴＦ」）、無線ルータ、無
線トランシーバ、ベーシックサービスセット（「ＢＳＳ」）、拡張サービスセット（「Ｅ
ＳＳ」）、無線基地局（「ＲＢＳ」）、または何か他の専門用語のものを備え得る、これ
らとして実施され得る、またはこれらとして周知であり得る。
【００３６】
　[0062]　局（「ＳＴＡ」）はまた、ユーザ端末、アクセス端末（「ＡＴ」）、加入者局
、加入者ユニット、移動局、遠隔局、遠隔端末、ユーザエージェント、ユーザデバイス、
ユーザ機器、または何か他の専門用語のものを備え得る、これらとして実施され得る、ま
たはこれらとして知られ得る。いくつかの実施では、アクセス端末が、セルラ電話、コー
ドレス電話、セッション開始プロトコル（「ＳＩＰ」）電話、ワイヤレスローカルループ
（「ＷＬＬ」）局、携帯情報端末（「ＰＤＡ」）、ワイヤレス接続能力を有するハンドヘ
ルドデバイス、またはワイヤレスモデムに接続された何か他の適した処理デバイスを備え
得る。従って、本明細書で教示される１つまたは複数の態様は、電話（例えば、セルラ電
話またはスマートフォン）、コンピュータ（例えば、ラップトップ）、ポータブル通信デ
バイス、ヘッドセット、ポータブルコンピューティングデバイス（例えば、パーソナルデ
ータアシスタント）、エンターテインメントデバイス（例えば、音楽もしくはビデオデバ
イス、または衛星ラジオ）、ゲームデバイスまたはシステム、グローバルポジショニング
システムデバイス、あるいはワイヤレスの媒体を介して通信するように構成される何か他
の適したデバイス中に、組み込まれ得る。
【００３７】
　[0063]　図１は、本開示の態様が採用され得るワイヤレス通信システム１００の例を例
示する。ワイヤレス通信システム１００は、ワイヤレス規格、例えば８０２．１１ａｘ規
格、に準拠して動作し得る。ワイヤレス通信システム１００は、ＳＴＡ１０６と通信する
、ＡＰ１０４を含み得る。
【００３８】
　[0064]　様々なプロセスおよび方法が、ＡＰ１０４とＳＴＡ１０６との間のワイヤレス
通信システム１００における送信のために使用され得る。例えば、信号は、ＯＦＤＭＡ技
法に従って、ＡＰ１０４とＳＴＡ１０６との間で送信および受信され得る。この場合には
、ワイヤレス通信システム１００は、ＯＦＤＭＡシステムと称され得る。
【００３９】
　[0065]　ＡＰ１０４からＳＴＡ１０６のうちの１つまたは複数ヘの送信を容易にする通
信リンクは、ダウンリンク（ＤＬ）１０８と称され得、ＳＴＡ１０６のうちの１つまたは
複数からＡＰ１０４への送信を容易にする通信リンクは、アップリンク（ＵＬ）１１０と
称され得る。代わりとして、ダウンリンク１０８は順方向リンクまたは順方向チャネルと
称され得、アップリンク１１０は逆方向リンクまたは逆方向チャネルと称され得る。
【００４０】
　[0066]　ＡＰ１０４は、基地サービスエリア（ＢＳＡ）１０２内にワイヤレス通信カバ
レッジを提供できる。ＡＰ１０４は、ＡＰ１０４と関連付けられ、通信のためにＡＰ１０
４を使用するＳＴＡ１０６とともに、基本サービスセット（ＢＳＳ）と称され得る。ワイ
ヤレス通信システム１００は、中央ＡＰ１０４を有さず、むしろＳＴＡ１０６間のピアツ
ーピアネットワークとして機能し得ることは留意されるべきである。従って、本明細書で
説明されるＡＰ１０４の機能は、代わりとして、ＳＴＡ１０６の１つまたは複数によって
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実行され得る。
【００４１】
　[0067]　図２は、ワイヤレス通信システム１００内で採用され得るワイヤレスデバイス
２０２において利用され得る様々なコンポーネントを例示する。ワイヤレスデバイス２０
２は、本明細書で説明される様々な方法を実施するように構成され得るデバイスの例であ
る。例えば、ワイヤレスデバイス２０２は、ＡＰ１０４、またはＳＴＡ１０６のうちの１
つを備え得る。
【００４２】
　[0068]　ワイヤレスデバイス２０２は、ワイヤレスデバイス２０２の動作を制御するプ
ロセッサ２０４を含み得る。プロセッサ２０４は、中央処理ユニット（ＣＰＵ）とも称さ
れ得る。読取専用メモリ（ＲＯＭ）およびランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方を含
み得るメモリ２０６は、プロセッサ２０４に命令およびデータを提供する。メモリ２０６
の一部はまた、不揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）を含み得る。プロセッサ
２０４は通常、メモリ２０６内に記憶されたプログラム命令に基づいて、論理および算術
演算を実行する。メモリ２０６における命令は、本明細書で説明される方法を実施するよ
うに実行可能であり得る。
【００４３】
　[0069]　プロセッサ２０４は、１つまたは複数のプロセッサを用いて実施される処理シ
ステムのコンポーネントを備え得る、または処理システムのコンポーネントであり得る。
１つまたは複数のプロセッサは、汎用マイクロプロセッサ、マイクロコントローラ、デジ
タル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、
プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、コントローラ、ステートマシン、ゲート論理回
路、ディスクリートハードウェアコンポーネント、専用ハードウェア有限ステートマシン
、または情報の計算あるいは他の操作を実行し得る何か他の適したエンティティ、の何れ
かの組合せで実施され得る。
【００４４】
　[0070]　処理システムは、ソフトウェアを記憶するための機械可読媒体も含み得る。ソ
フトウェアは、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、ハード
ウェア記述言語、または別の形で称されるかどうかに関わらず、何らかのタイプの命令を
意味するように広く解釈されるものとする。命令は、（例えば、ソースコードフォーマッ
ト、バイナリコードフォーマット、実行可能コードフォーマット、またはコードの何か他
の適したフォーマットにおける）コードを含み得る。命令は、１つまたは複数のプロセッ
サによって実行される場合、処理システムに本明細書で説明される様々な機能を実行させ
る。
【００４５】
　[0071]　ワイヤレスデバイス２０２はまた、ワイヤレスデバイス２０２と遠隔ロケーシ
ョンとの間でのデータの送信および受信を可能にするために、送信機２１０およびは受信
機２１２を含み得るハウジング２０８も含み得る。送信機２１０および受信機２１２は、
トランシーバ２１４に結合され得る。アンテナ２１６は、ハウジング２０８に取り付けら
れ、トランシーバ２１４に電気的に結合され得る。ワイヤレスデバイス２０２はまた、複
数の送信機、複数の受信機、複数のトランシーバ、および／または複数のアンテナ（図示
せず）を含み得、それらは、例えば、ＭＩＭＯ通信中に利用され得る。
【００４６】
　[0072]　ワイヤレスデバイス２０２はまた、トランシーバ２１４によって受信された信
号のレベルを検出および量子化しようとするのに使用され得る信号検出器２１８を含み得
る。信号検出器２１８は、総エネルギー、シンボルあたりのサブキャリアごとのエネルギ
ー、電力スペクトル密度、および他の信号のような信号を検出し得る。ワイヤレスデバイ
ス２０２はまた、信号を処理する際に使用するデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）２２０
も含み得る。ＤＳＰ２２０は、送信のために、データユニットを生成するように構成され
得る。いくつかの態様において、データユニットは、物理レイヤデータユニット（ＰＰＤ
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Ｕ）を備え得る。いくつかの態様において、ＰＰＤＵは、パケットと称される。
【００４７】
　[0073]　ワイヤレスデバイス２０２は、いくつかの態様で、ユーザインタフェース２２
２をさらに備え得る。ユーザインタフェース２２２は、キーバッド、マイクロフォン、ス
ピーカ、および／またはディスプレイを備え得る。ユーザインタフェース２２２は、ワイ
ヤレスデバイス２０２のユーザに情報を搬送する、および／またはユーザから入力を受信
する何らかの要素またはコンポーネントを含み得る。
【００４８】
　[0074]　ワイヤレスデバイス２０２の様々なコンポーネントは、バスシステム２２６に
よって互いに結合され得る。バスシステム２２６は、データパスはもちろん、例えば、デ
ータバスに加えた、電力バス（power bus）、制御信号バスおよびステータス信号バスを
含み得る。当業者は、ワイヤレスデバイス２０２のコンポーネントが、いくつか他のメカ
ニズムを使用して互いに結合され得る、またはインプットを受け取るか、または提供し得
ることを認識するであろう。
【００４９】
　[0075]　いくつかの別個のコンポーネントが図２で例示されるものの、当業者は、コン
ポーネントのうちの１つまたは複数が組み合わされる、または共通して（commonly）実施
され得ることを認識するだろう。例えば、プロセッサ２０４は、プロセッサ２０４に関し
て上記で説明された機能を実行するだけでなく、信号検出器２１８および／またはＤＳＰ
２２０に関して上で説明された機能を実施するためにも使用され得る。さらに、図２で例
示されるコンポーネントの各々は、複数の別個の要素を使用して実施され得る。
【００５０】
　[0076]　上で論じられたように、ワイヤレスデバイス２０２は、ＡＰ１０４またはＳＴ
Ａ１０６を備え得、通信を送信および／または受信するために使用され得る。ワイヤレス
ネットワークにおけるデバイス間で交換される通信は、パケットまたはフレームを備え得
るデータユニットを含み得る。いくつかの態様において、データユニットは、データフレ
ーム、制御フレーム、および／または管理フレームを含み得る。データフレームは、ＡＰ
および／またはＳＴＡから他のＡＰおよび／またはＳＴＡにデータを送信するために使用
され得る。制御フレームは、様々な動作を実行するために、およびデータを確実に配信す
る（例えば、データの受信を確認応答すること、ＡＰのポーリング、エリアクリアリング
動作、チャネル獲得、キャリア感知維持機能等）のためにデータフレームと共に使用され
得る。管理フレームは、様々な監視機能ために（例えば、ワイヤレスネットワークを連結
すること、およびワイヤレスネットワークから外れること、等のために）使用され得る。
【００５１】
　[0077]　本開示のある特定の態様は、ＡＰ１０４が効率を向上させるための最適化され
た方法でＳＴＡ１０６送信を割り振ることを可能にすることをサポートする。高効率ワイ
ヤレス（ＨＥＷ）局、（８０２．１１ａｘのような）８０２．１１高効率プロトコルを利
用する局、および（８０２．１１ｂのような）より旧型（older）またはレガシ８０２．
１１プロトコルを使用する局の両方は、ワイヤレス媒体にアクセスする際に互いに競合ま
たは協調し得る。いくつかの実施形態では、本明細書で説明される高効率８０２．１１プ
ロトコルは、ＨＥＷおよびレガシ局が、様々なＯＦＤＭトーンプラン（トーンマップとも
称され得る）に従って相互動作することを可能にし得る。いくつかの実施形態において、
ＨＥＷ局は、ＯＦＤＭＡにおける多元接続技法を使用することによってのような、より効
率的な形でワイヤレス媒体にアクセスできる。従って、アパートビルまたは人口密度の高
い公的スペースのケースでは、高効率８０２．１１プロトコルを使用するＡＰおよび／ま
たはＳＴＡは、アクティブワイヤレスデバイスの数が増加し、それによりユーザエクスペ
リエンスを向上させたとしても、低減されたレイテンシおよび増加したネットワークスル
ープットを経験し得る。いくつかの実施形態において、ＡＰ１０４は、ＨＥＷ　ＳＴＡの
ための様々なＤＬトーンプランに従ってワイヤレス媒体上で送信できる。例えば、図１に
関して、ＳＴＡ１０６Ａ－１０６Ｄは、ＨＥＷ　ＳＴＡであり得る。いくつかの実施形態
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では、ＨＥＷ　ＳＴＡが、レガシＳＴＡのものの４倍のシンボル持続時間を使用して通信
できる。従って、送信される各シンボルは、持続時間が４倍長くあり得る。より長いシン
ボル持続時間を使用するとき、個別のトーンの各々は、４分の１の大きさの帯域幅が送信
されることのみを要求し得る。例えば、様々な実施形態において、１×シンボル持続時間
は３．２ｍｓであり得、４×シンボル持続時間は１２．８ｍ．ｓであり得る。ＡＰ１０４
は、通信帯域幅に基づいて、１つまたは複数のトーンプランに従って、ＨＥＷ　ＳＴＡ１
０６Ａ－１０６Ｄにメッセージを送信できる。いくつかの態様において、ＡＰ１０４は、
ＯＦＤＭＡを使用して、複数のＨＥＷ　ＳＴＡに同時に送信するように構成され得る。
【００５２】
 ＯＦＤＭＡ送信における複数のユーザ間のトーン割り振り
　[0078]　いくつかの態様において、ＯＦＤＭＡは、ある数の異なるデバイスが、同時に
全帯域幅上で情報を、（ＵＬにおいて）送信するか、または（ＤＬにおいて）受信するか
のどちらかを行うことを可能にし得る。一般に、帯域幅はある特定の数のトーンを含み得
る。ＯＦＤＭＡ送信中、帯域幅における各トーンは、最大で１ユーザに割り振られ得る。
ＯＦＤＭＡ送信における各ユーザは、ある特定の数のトーンを割り振られ得、ここにおい
てそれらのトーンは、所与の送信のためにその特定の１ユーザに割り振られ、他のどのユ
ーザにも割り振られない。従って、ＯＦＤＭＡ送信におけるユーザは通常、トーンを共有
しない。
【００５３】
　[0079]　ＯＦＤＭＡ送信においてユーザ間でトーンを割り振るためのある数の異なる方
法が存在し得る。例えば、送信は、ある特定の数のトーンを含み得る。それらのトーンの
いくつかは、ガードトーンおよびＤＣトーンとして使用され得る。トーンの残りは、各ト
ーンが１ユーザ、すなわち１ユーザのみに割り当てられるように割り振られ得る。（ある
特定のトーンがどのユーザにも割り当てられないこともまた可能であり得る。）例えば、
ある特定のトーンは、共通のパイロットトーンとして指定され得る。これらのトーンは、
ＯＦＤＭＡ送信の全てのユーザに対するパイロットトーンとして使用され得る。例えば、
ＤＬ　ＯＦＤＭＡ送信において、送信（transmiting）デバイスは、パイロットトーンと
してこれらのトーンを使用でき、各受信（receiving）デバイスは、それらの共通のパイ
ロットトーンを受信し、チャネル推定および他の目的のためにそれらのトーンを使用でき
る。従って、共通のパイロットトーンとして使用され得るトーンはどのユーザにも割り当
てられないことがある。ある特定の送信では、ある特定の未使用または未占有のトーンも
また存在し得る。例えば、これらのトーンは、それらのトーン上で送信される必要がある
待ち行列型データの欠如に起因して、または利用可能なトーンの全てが使用されることを
要求しないトーンプランの使用に起因して、未使用であり得る。様々なトーン割り振りが
、他のトーン割り振りに勝ってある特定に利点を有し得る。従って、トーン割り振りを決
めるとき、トーン割り振りのためのある数の異なるオプションを再考し、様々なオプショ
ンの利点および欠点を再考することが有益であり得る。
【００５４】
　[0080]　トーンを割り振るための１つのオプションが、サブバンド割り振りと称され得
、それは、局所化割り振りとも称され得る。図３は、本開示のいくつかの態様に従って使
用され得る実例的なサブバンド割り振りを例示する。サブバンド割り振りでは、全帯域幅
がある数のサブバンドに分けられ得る。例えば、図３では、全帯域幅が４つのサブバンド
に分けられた。それらのサブバンドの各々はその後、単一のユーザに割り当てられ、その
ユーザは、そのサブバンドの各トーン上で送信（または受信）する。
【００５５】
　[0081]　例えば、４×シンボル持続時間を持つ２０ＭＨｚ送信では、１１ガードトーン
および５ＤＣトーンが存在し得る。これは、様々なユーザが使用すべき２４０トーンを残
し得、これらは、パイロットトーン、データトーン、または（追加のガードまたはＤＣト
ーンのような）他のトーンとして使用され得る。従って、例示されるようにこれらのトー
ンが４ユーザの間で分けられるとき、各ユーザは６０トーンを割り当てられ得る。送信の
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トーンは、使用可能なトーンが、－１２２から－３まで、および３から１２２までで番号
付けられるものである状態で、－１２８から１２７まで番号付けられ得る。従って、例え
ば、サブバンド割り振りを使用してトーンを割り当てるとき、ユーザ１は－１２２から－
６３までの各トーンを割り当てられ得、ユーザ２は－６２から－３までの各トーンを割り
当てられ得、ユーザ３は３から６２までの各トーンを割り当てられ得、ユーザ４は６３か
ら１２２までの各トーンを割り当てられ得る。
【００５６】
　[0082]　従って、サブバンド割り振りでは、各ユーザが、連続する周波数帯域を形成す
る１チャンクのトーンを占有する。どの他のユーザのトーンも、その周波数帯域内には位
置しない。しかしながら、ＤＣトーンまたは共通の情報を搬送するトーン（パイロットト
ーン、制御情報のためのトーン）のような未占有のトーンは、ユーザトーン割り振り内に
位置付けされ得る。
【００５７】
　[0083]　様々なユーザにトーンを割り振るための別のオプションは、分散型割り振りと
称され得る。図４は、２０ＭＨｚの、４×シンボル持続時間送信のためのトーンが４ユー
ザ間で均等に割り振られる分散型割り振りの実例的な例示である。一般に分散型割り振り
において、ユーザは、使用可能なトーンの全てのうちのＮ個に１個のトーンを割り振られ
、ここでＮは、割り振りにおけるユーザの数である。一般に使用可能なトーンは、ガード
トーン、直流電流トーン、および共通のパイロットトーンとして使用されていないトーン
であり得る。一般に、本明細書で論じられている各トーン割り振りは、ガードトーン、Ｄ
Ｃトーン、および共通のパイロットトーンを割り振ることではなく、これらの「使用可能
な」トーンを割り振ることであることを留意されたい。従って、分散型割り振りにおいて
、デバイスは、Ｎ個に１個の使用可能なトーンを割り振られ得、これは、それらの他のト
ーンを含まない。例えば、図４で例示されるように、分散型割り振りにおいて４ユーザが
存在するとき、各ユーザは４個に１個のトーンを割り振られ得る。分散型割り振りは、ト
ーンではなくリソースブロックを使用するセルラネットワークにおいて、過去使用されて
きたが、ＩＥＥＥ８０２．１１プロトコルに基づいて組み立てられたネットワークにおい
て使用されてきていない。
【００５８】
　[0084]　一般に、分散型割り振りを使用して割り振られたＯＦＤＭＡ送信の例えば全帯
域幅内で、Ｎ個の投入（populated）またはデータトーンに１個のトーンが特定のユーザ
に割り振られ、ここでＮはアクティブＯＦＤＭＡユーザの数である。上で着目されたよう
に、これらのトーンは、ＤＣトーン、ガードトーン、および共通のパイロットトーンを含
まない。図４で例示されるように、各ユーザのトーンは、ＯＦＤＭＡ送信のほとんど全帯
域幅に広がる。Ｎが１よりも大きい場合、単一のユーザは２個の近接トーン上で、そのユ
ーザのそれらの間に他のユーザのトーンが常に存在し得るので、送信しないことがあるこ
とが認められ得る。
【００５９】
　[0085]　図５は、ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得るハイブ
リッド割り振りの実例的な例示である。いくつかの態様では、この割り振りが「タイプ１
」ハイブリット割り振りと称され得る。前の例示と同様に、これは、４ユーザが２０ＭＨ
ｚの４×シンボル持続時間送信を平等に共有することを例示する。この割り振りでは、全
帯域幅がＢつのサブバンドに分けられ得る。アクティブＯＦＤＭＡユーザもまた、Ｂ個の
相互排他的なグループに分けられ得る。ユーザの各グループは、分散型割り振りを使用し
て１つのサブバンド上で送信できる。つまり、Ｎユーザが特定のサブバンド上で送信する
ように割り振られる場合、それらのＮユーザの各々は、サブバンドのＮ個に１個のトーン
上で送信できる。ここで例示されるように、トーンは、２ユーザが各割り振りのトーンを
共有する状態の、２つの割り振りに分けられ得る。従って、各ユーザは、全帯域幅にわた
って送信するのではなく、それらの割り当てられたサブバンドの２個に１個のトーン上で
送信できる。
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【００６０】
　[0086]　一般に、各サブバンドは、同じ帯域幅を有する必要はないことを留意されたい
。例えば、あるサブバンドは別のサブバンドよりも大きく有り得、より多くまたはより少
ないサブバンドが使用され得る。さらに、各サブバンドが同じ数のユーザを有する必要は
ない。さらに、１つのサブバンドのみが使用される場合、この割り振りが分散型割り振り
と同等であり得ることを留意されたい。さらに、各サブバンドが１ユーザのみを含む場合
（例えば、４つのサブバンドが存在し、各サブバンドが単一のユーザに割り当てられる場
合）、このタイプＩハイブリッド割り振りは、上で論じられたサブバンド（局所化）割り
振りと同等であり得る。
【００６１】
　[0087]　図６は、ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得る別のハ
イブリッド割り振りの実例的な例示である。いくつかの態様では、この割り振りが「タイ
プ２」ハイブリット割り振りと称され得る。ＯＦＤＭＡ送信の全帯域幅内で、ユーザがＮ
個に１個の投入／データトーンブロックを割り振られ、ここでＮはアクティブＯＦＤＭＡ
ユーザの数である。各トーンブロックは、ある数の連続する投入／データトーンを含み得
る。ここで、トーンブロックは、Ｎユーザの各々に対してＴトーンを含み得る。図６で例
示されるように、Ｔは４トーンであり得るか、または別の数のトーンであり得る。トーン
ブロックサイズが異なるユーザに対して異なり得ることは留意されたい。例えば、あるデ
バイスが別のデバイスの２倍の大きい帯域幅を割り振られる場合、そのデバイスは、２倍
の数のトーンであるトーンブロックを有し得る。このハイブリッド割り振りにおいて、各
ユーザのトーンは、ＯＦＤＭＡ送信のほとんど全帯域幅に広がる。Ｎが１よりも大きい場
合、特定のデバイスからの各トーンブロックが同じデバイスからの別のトーンブロックに
隣接しないことがあるが、その代わりに他のデバイスからのトーンブロックに隣接するこ
とになることは留意されたい。
【００６２】
　[0088]　また、各デバイスに対するトーンブロックサイズが１である場合、このハイブ
リッド割り振りは分散型割り振りと同等であることにも留意されたい。さらに、各ブロッ
クデバイスに対するトーンブロックサイズがそのデバイスに割り振られるトーンの数に等
しい場合、このハイブリッド割り振りは、上で論じられたように、サブバンド割り振りと
同等であり得る。
【００６３】
　[0089]　図７は、ＯＦＤＭＡ送信においてトーンを割り振るために使用され得る別のハ
イブリッド割り振りの実例的な例示である。いくつかの態様において、この割り振りは「
タイプ３」ハイブリット割り振りと称され得る。このハイブリッド割り振りは、いくつか
の態様において、これらの割り振りの中で最も一般的であり得る。このハイブリッド割り
振りでは、全帯域幅がＢつのサブバンドに分けられ得る。アクティブＯＦＤＭＡユーザは
、Ｂ個の相互排他的なグループに分けられ得、これらのグループの各々は、１つ、そして
たった１つのサブバンドに割り当てられ得る。各サブバンドでは、Ｎユーザが、そのサブ
バンド上で送信するように割り当てられ得る。それらのＮユーザの各々は、Ｎ個に１個の
トーングループ上で送信できる。前述同様、トーングループは、Ｔ個の連続するトーンを
含み得る。しかしながら、各ユーザに対するトーングループサイズは、他のユーザに対す
るトーングループサイズと同一である必要はない。例えば、より多くの帯域幅を割り当て
られるユーザは、他のユーザよりも大きいトーングループを有し得、その他のユーザはよ
り少ないトーンを割り当てられている（were assigned）。さらに、各サブバンドが、各
他のサブバンドと同じ数のユーザを有さないことがあることを留意されたい。例えば、よ
り多くの帯域幅を割れ当てられるデバイスは、より少ない帯域幅を割り当てられるデバイ
スよりも少ないデバイスを有するサブバンドを割り当てられ得る。
【００６４】
　[0090]　全てのユーザに対するトーンブロックサイズが１であるとき、この割り振りは
、図５のタイプ１ハイブリッド割り振りと同等になることを留意されたい。さらに、サブ
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バンドの数が１であるとき、このトーン割り振りは、図６のタイプ２ハイブリッド割り振
りと同等になる。
【００６５】
　[0091]　従って、概して、サブバンド（または局所化と呼ばれる）割り振り、分散型割
り振り、および３つの異なるハイブリッド割り振りを含む、５つの異なる割り振りが提案
される。タイプ１ハイブリッド割り振りが異なるサブバンドを用いる分散型割り振りであ
る一方で、タイプ２ハイブリッド割り振りは、送信の全帯域幅においてであるが、個別の
トーンではなくグループで分散される分散型割り振りである。最後に、タイプ３ハイブリ
ッド割り振りは、タイプ２割り振りのグループを、タイプ１ハイブリッド割り振りのサブ
バンドと組み合わせる。
【００６６】
　[0092]　図８は、５つの割り振りの各々に従って様々なユーザによって使用され得るト
ーンを例示する表である。これらのトーンは、４×シンボル持続時間を持つ２０ＭＨｚ送
信を使用することに基づく。こうした送信は、インデックス［－１２８：１：１２７］－
つまり、１ごとインクリメントする－１２８から１２７までのインデックス－を持つ、２
５６ＦＦＴサイズを使用できる。こうした割り振りは、インデックス［－１２８：１：－
１２３，１２３：１：１２７］を持つ、１１ガードトーンを含み得る。つまり、１刻みの
（with increments of 1）の－１２８から－１２３までのインデックス、および１刻みの
インデックス１２３から１２７までは、ガードトーンであり得る。５直流電流（ＤＣ）ト
ーンは、インデックス［－２：１：２］を占有し得る。従って、残りの２４０トーンは、
これらの実例的な割り振りにおいて、４ＯＦＤＭＡユーザ間で分けられ得る。従って、図
８の表は、図３－７で例示された５トーン割り振りの各々において各ユーザに割り当てら
れるトーンを例示する。
【００６７】
　[0093]　図９は、７つの異なる基準に基づいた、サブバンド割り振りと分散型割り振り
との間の比較を例示する。概して、分散型トーン割り振りは、送信機電力制限を満たすこ
とに関してより優れて実行し得る。こうした制限は、特定の送信デバイスがある特定の帯
域幅を介してある特定の電力を使用してのみ送信すべきであることを意味し得る。例えば
、帯域幅の各１ＭＨｚに対して、デバイスごとに最大送信電力が存在し得る。従って、分
散型割り振りは、デバイスが（全ての送信が単一のサブバンドにある状態にするのではな
く）ＯＦＤＭＡ送信の全帯域幅にわたってその送信をより均等に配置することを可能にす
るので、こうした割り振りは、Ｔｘ電力制限に違反することがより難しいことを確実にし
得る。
【００６８】
　[0094]　しかしながら、サブバンド割り振りは、周波数選択スケジューリング利得およ
びチャネルスムージングに関してより望ましくあり得る。例えば、ある特定のデバイスは
、他の帯域と比べて、ある特定の周波数帯域上で送信または受信できることがある。従っ
て、サブバンド割り振りを使用するとき、それらのデバイスは、それらがより効率的に稼
働する帯域上で送信または受信するように割り当てられ得る。しかしながら、分散型割り
振りでは、これが可能ではないことがある。同様に、ユーザの各チャネルの利得が、その
ユーザによって送信される他のチャネルに近いこと（proximity）に起因して増加され得
るチャネルスムージングは、サブバンド割り振りを奨励し得る。
【００６９】
　[0095]　域外放射（out of bounds emissions）およびスペクトルマスク要件に関して
、分散型割り振りがサブバンドトーン割り振りよりも多い、その帯域の外の放射を有し得
るので、分散型割り振りは、サブバンドトーン割り振りと比較されると、いくらかの余分
なバックオフを必要とし得る。
【００７０】
　[0096]　近接ＯＦＤＭＡトーンへのリークに関しては、分散型割り振りがより優れ得る
。例えば、所与のトーン上で送信するデバイスは、近接トーンにいくらかの電力を「リー



(20) JP 2017-533621 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

ク」し得る。デバイスがある数の近隣トーン上で送信しているとき、このリークは付加的
であり得る。従って、サブバンド割り振りにおいて、デバイスは、近接ＯＦＤＭＡトーン
によりずっと大量の電力をリークし得る。
【００７１】
　[0097]　割り振りはまた、近接チャネルに対するブロックに関しても査定され得る。例
えば、近接チャネル干渉物（interferer）は、ＯＦＤＭＡ信号であり得る。分散型ＯＦＤ
ＭＡ割り振りについて、こうした干渉の影響は、同じ帯域幅の非ＯＦＤＭＡ送信と類似で
あるはずである。サブバンドＯＦＤＭＡ干渉物では、その影響がサブバンドロケーション
に依存し得る。例えば、パフォーマンス低下をブロックする最悪のケースを量子化するた
めにシミュレーションが必要とされ得る。
【００７２】
　[0098]　いくつかの態様では、規制上の考慮事項（regulatory considerations）もま
た、割り振りを選ぶときに考慮され得る。例えば、欧州電気通信標準化機構（ＥＴＳＩ）
は、ワイヤレス通信に作用し得るある数の規則を有する。例えば、いくつかの重要な規則
は、
・名目チャネル帯域幅が、常に少なくとも５ＭＨｚであることとする
・占有チャネル帯域幅が、宣言された名目チャネル帯域幅の８０％と１００％との間にあ
ることとする。スマートアンテナシステム（複数の送信チェーンを持つデバイス）のケー
スでは、送信チェーンの各々がこの要件を満たすこととする
・デバイスが４０ＭＨｚ以上の名目チャネル帯域幅モードで動作する確立された通信中、
デバイスは、最小値１６ＭＨｚの（with a minimum of 16 MHz）その名目チャネル帯域幅
の８０％を下回る占有チャネル帯域幅で一時的に動作することが可能にされる
　を含み得る。
【００７３】
　[0099]　これらの規則は、各デバイスが占有帯域幅の少なくとも８０％上で送信しなけ
ればならないので、ＵＬ　ＯＦＤＭＡ送信における５ＭＨｚを下回るどの帯域幅も、分散
型割り振りまたはタイプＩＩハイブリッド割り振りを使用するときにのみ可能であるだろ
うことを示すようである。しかしながら、ＥＴＳＩが、ＩＥＥＥ８０２．１１ｎのための
４０ＭＨｚ　ＢＳＳにおける２０ＭＨｚ送信を許容するため、およびＩＥＥＥ８０２．１
１ａｃのための８０ＭＨｚ　ＢＳＳにおける２０ＭＨｚ送信を許容するために、過去２回
それらの規則を変えてきたことは留意されるべきである。従って、これらの規則は再び変
えられ得る。しかしながら、ＬＴＥ－Ｕ（無認可帯域におけるロングタームエボリューシ
ョン）で使用されるように、一般に、より少ない規制上のリスクが分散型割り振りを使用
することに存在し得る。従って、規制上のリスクは、分散型割り振りの使用を奨励し得る
。
【００７４】
　[00100]　ここで例示されるトーン割り振りの各々は、どのトーンプランとも一緒に使
用され得ることを留意されたい。例えば、これらのトーン割り振りは、１×または４×の
どちらかのシンボル持続時間のためのトーンプランと一緒に使用され得、ある数の異なる
可能なトーンプランと一緒に使用され得る。トーンプランが、例えばＤＬにおいて、全て
のユーザに対して共通のパイロットトーンを使用する場合、ここで説明される割り振りス
キームは、共通のパイロットトーンではなく、データトーンにのみに適用され得ることを
留意されたい。専用パイロットトーンが各ユーザに提供される場合、割り振りスキームは
、データとパイロットトーンの両方を伴う投入トーンに適用され得る。
【００７５】
　[00101]　さらに、ここで説明されるトーン割り振りスキームは、トーンプランから、
ならびにＢＢＣ（バイナリ畳み込みコード）インターリービングおよびＬＤＰＣ（低密度
パリティ検査）トーンマッピングから独立し得る。このことは、トーンプラン、ＢＣＣイ
ンターリービング、およびＬＤＰＣトーンマッピングのうちのどのチョイスも前述のトー
ン割り振りスキームのうちのどの１つも使用できることを意味する。例えば、１つの割り
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振りから形成されたＸトーンを用いるトーンプランは、ＢＣＣインターリービングＬＤＰ
Ｃトーンマッピングにおける２つのレベルのマッピングを使用できる。第１のレベルは、
ＸトーンのＢＣＣインターリービング／ＬＤＰＣトーンマッピングを実行するための仮想
インデックスマッピングを含み得る。第２のレベルは、第１の（1st）レベルからの出力
を割り振りスキームによって定義されたトーンインデックスにマッピングできる。（他の
ユーザよりも大きい帯域幅を割り当てられるユーザのような）組み合わされた２つ以上の
トーンプランから形成されたＸトーンを用いるトーンプランもまた、ＢＣＣインターリー
ビングＬＤＰＣトーンマッピングにおける２つのレベルのマッピングにおける２つのレベ
ルのマッピングを使用できる。第１のレベルは、各トーンプランに関するＢＣＣインター
リービング／ＬＤＰＣトーンマッピングを実行するための仮想インデックスマッピングを
含み得る。第２のレベルで、全てのトーンプランから生成された第１の（1st）レベルか
らの全ての出力が、割り振りスキームによって定義されたトーンインデックスにマッピン
グされ得る。
【００７６】
　[00102]　サブバンド（局所化とも呼ばれる）割り振りと分散型割り振りとの間の比較
を踏まえると、図１０は、７つの態様の各々に関して各割り振りスキームをランク付けす
る、５つの割り振りスキームの各々の直観的比較を例示する。これらの比較が単に実例的
であることを留意されたい。いくつかの態様では、さらなるテストが、これらの結果を立
証するために行われ得る。概して、この表では、２つのスキームがおおよそ等しい
【００７７】
【数１】

【００７８】
　と言われている場合、このことは、それらのスキームが類似のパフォーマンス特性を有
し得、さらに、数値研究がそれらのスキーム間のわずかな差を比較するために必要とされ
得ることを意味する。いくつかの態様において、これらの態様の各々におけるパフォーマ
ンスは、少なくとも部分的に割り振りのうちのどれが最良であり得るかを決定するのを助
けるために使用され得る。
【００７９】
　[00103]　割り振りの各々はＰＳＤ制限に起因したＴｘ電力、ＯＯＢＥおよびマスクコ
ンプライアンス、異なるＯＦＤＭＡユーザ間でのリーク、ブロッキング、サブバンド選択
利得、スムージング利得、スペックへの影響、および規制上の考慮事項を含む、ある数の
異なるファクタを使用して比較され得る。
【００８０】
　[00104]　図１１Ａおよび図１１Ｂは、分散型割り振りがサブバンド割り振りに勝って
有し得る送信電力利点を例示する。一般に、電力制限は１ＭＨｚ分解能で定義され得る。
つまり、デバイスは、帯域幅の各１ＭＨｚ部分間である特定の電力を使用して送信するこ
とが許可され得る。分散型割り振りでは、トーンを全帯域にわたって広げられた状態にす
ることが、これらの制限に違反することをより難しくする。例えば、２４ｄＢｍの全電力
制限、および１１ｄＢｍ／ＭＨｚのさらなる電力制限が存在し得る。図１１Ａおよび図１
１Ｂは、ＳＴＡがＵＬ　ＯＦＤＭＡ送信において使用することを可能にされ得る電力に対
するこれらの特定の制限の影響を例示する。これらの図で例示されるように、ＳＴＡは、
８ユーザが存在しようと１６ユーザが存在しようと、どのトーン帯域幅に対しても、分散
型割り振りにおいてより多い電力を使用して送信できることがある。従って、送信電力制
限に関して、分散型割り振りは、サブバンド割り振りに勝って好ましくあり得る。
【００８１】
　[00105]　図１２は、分散型割り振りおよびサブバンド割り振りに関する、両方が同じ
電力を使用して送信されるときの、電力スペクトル密度プロットを例示する。この電力ス
ペクトル密度プロットは、７８．１２５ｋＨｚの分解能帯域幅（ＲＢＷ）を含む。ここで
使用されるトーン間隔は、他のＩＥＥＥ８０２．１１プロトコルと比較されると、４×シ
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のために使用される。一般に、分散型送信では、２０ＭＨｚ送信と比較されると、わずか
により高いスパイクが観測され得る。サブバンド送信では、より高い電力スペクトル密度
が、ユーザに割り振られた帯域において、および３ＭＨｚ以下分帯域外のエリアにおいて
観測され得る。従って、一般に、同じ電力を使用して送信するとき、サブバンド割り振り
がより高いピーク電力スペクトル密度を含むことが観測され得る。
【００８２】
　[00106]　図１３Ａおよび図１３Ｂは、スペクトルマスクコンプライアンスを例示する
、分散型およびサブバンド割り振りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。
これらのプロットの各々において、信号は、それらの帯域内ピーク電力スペクトル密度（
ＰＳＤ）によって正常化される。この帯域内ピークＰＳＤは、７８．１２５ｋＨｚ（図１
３Ａ）または１ＭＨｚ（図１３Ｂ）のＲＢＷで測定される。これらのプロットの各々では
、ＦＣＣおよび他の規制機関の要件よりも厳しくあり得る、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃの
ためのスペクトルマスクが例示される。
【００８３】
　[00107]　図１４Ａおよび図１４Ｂは、ＯＦＤＭＡユーザ間でのリークを例示する、分
散型およびサブバンド割り振りに関する電力スペクトル密度プロットの例示である。一般
に、分散型アップリンクＯＦＤＭＡは、ＳＴＡ間でのより少ないリークをもたらすかもし
れない。近接トーンへの電力リークは、サブバンド（局所化）に関する－２３ｄＢ対分散
型に関する－３０ｄＢである。しかしながら、サブバンド割り振りを使用することは、ガ
ードトーンが異なるユーザの間に配置されることを可能にし得る。しかしながら、それは
または、サブバンド割り振りにおけるリークを、分散型割り振りのレベルに低減するため
に、３ＭＨｚのトーンが各ユーザの周りに配置されることを要求できる。
【００８４】
　[00108]　ブロッキングパフォーマンスもまた、サブバンドと分散型割り振りの間で比
較され得る。ここで、近接チャネル干渉物は、ＯＦＤＭＡ信号である。分散型割り振りで
は、ブロッキングの影響が、同じ帯域幅の非ＯＦＤＭＡ送信と類似し得る。サブバンド割
り振りでは、ブロッキングの影響がサブバンドロケーションに依存し得る。例えば、パフ
ォーマンス低下をブロックする最悪のケースを量子化するためにシミュレーションが必要
とされ得る。
【００８５】
　[00109]　いくつかの態様では、サブバンドベースのＯＦＤＭＡが、分散型トーン割り
振りに勝っていくつかの利得を与えることができる。例えば、ＳＴＡは、それらの最良の
サブチャネルに割り振られ得、ここにおいてデバイスは、最も効率的に送信または受信で
きる。図１５は、分散型割り振りではなくサブバンドＯＦＤＭＡ割り振りを使用するとき
に可能である実際の利得のチャート例示である。これらの値は、Ｄ－ＮＬＯＳチャネルに
おいて、ｄＢで図示される。これらは、１０％フェーディングで線形平均化チャネル利得
を比較することによって生成され得る。いくつかの態様では、様々なＳＴＡの最良のチャ
ネルの衝突もまた、考慮される。一般に、ここでのＳＴＡの数は、最小の割り振りサイズ
によって分けられる送信の全帯域幅に対応し得る。従って、例えば、２０ＭＨｚ送信およ
び５ＭＨｚ最小の割り振りサイズが存在するとき、例示される数は、４つのＳＴＡが存在
するシナリオを反映できる。
【００８６】
　[00110]　一般に、分散型割り振りは、サブバンド割り振りよりもスムーズなことに僅
かに従うものであり得る。例えば、ユーザのトーンは、周波数において遠く離れるように
間隔を空けられ得る。従って、スムージング利得の損失は、１ｄＢをわずかに上回り得る
。チャネル推定誤差に起因した信号対雑音比（ＳＮＲ）損失βは、式：
【００８７】
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【数２】

【００８８】
を使用して概算され得る。
【００８９】
　[00111]　ここで、ｐはチャネル推定対データトーンのＳＮＲ比である。一般に、スム
ージングが行われないときｐは１に等しくあり得、周波数ドメインスムージングではｐは
２に等しくあり得る。
【００９０】
　[00112]　いくつかの態様では、割り振りスキームを選ぶことが、ＰＨＹプロトコル設
計の他の態様に影響を与え得る。例えば、影響の可能なエリアは、ＳＩＧフィールド設計
を含み得る。例えば、分散型オプションではユーザを順序付けることがあまり重要になら
ないことがある。従って、ユーザを順序付けることがあまりできないことがあるグループ
ＩＤベースのプロトコルが使用され得る。同じ全体の数のトーンがユーザ間に分けられる
ことになるので、それらがそれ程敏感であるはずがないため、トーンプラン選択が作用さ
れるだろうことはありそうにない。さらに、分散型オプションは、こうしたオプションが
依然としてハイブリッド割り振りを使用して利用可能であり得るものの、異なる２０ＭＨ
ｚ帯域にＳＴＡを予め割り振ることを不可能にし得る。さらに、分散型割り振りは、ハイ
ブリッドオプションが助け得るものの、ＯＦＤＭＡを使用する干渉管理を困難にし得る。
【００９１】
　[00113]　図１６は、ある数の異なるメトリック上での分散型とサブバンド割り振りと
の間の比較を例示する。例えば、分散型割り振りは、１．２５、２．５、および５ＭＨｚ
トーンを使用するとき、それぞれサブバンド割り振りよりも６、９、または１２ｄＢ分多
い電力を送信できることがある。しかしながら、周波数選択スケジューリング利得は、結
果としてサブバンド割り振りで１から２ｄＢ分より良好な信号をもたらし得る。同様に、
チャネルスムージングは、結果としてサブバンド割り振りで１ｄＢ分より良好な信号をも
たらし得る。分散型割り振りはまた、スペクトルマスク要件および帯域外放射に関して、
余分なバックオフを要求し得る。分散型割り振りは、サブバンド割り振りに関する－２３
ｄＢｒのリークと比較されると、－３０ｄＢｒリークで、他のデバイスの近接ＯＦＤＭＡ
トーンにより少ないリークを有し得る。サブバンド割り振りにおける隣接チャネルのブロ
ッキングは、サブバンド干渉物がチャネルエッジにある場合、より悪化し得る。最後に、
上で着目されたように、規制上のリスクは分散型割り振りで、こうした割り振りが既にＥ
ＴＳＩガイドラインを満たし得るので、より低くあり得る。
【００９２】
　[00114]　図１７は、５ＧＨｚ周波数範囲における送信のために配慮され得るＭＨｚあ
たりのｄＢｍの考慮事項を例示する。いくつかの態様において、この図は、インテンショ
ナルラジエータのＦＣＣ専門用語が、ワイヤレスアクセスポイント、ルータ、またはブリ
ッジのようなワイヤレス機器の送信機電力であることを反映し得る。さらに、アンテナ利
得が６ｄＢｉよりも大きい場合、最大伝導性電力と最大電力スペクトル密度の両方が低減
されることは留意され得る。さらに、レーダー干渉検出機能を持たないスレーブデバイス
では、ポイント対ポイント最大国際ラジエータ電力( point-to-point maximum internati
onal radiator power)が２３ｄＢｍであり得る。他のデバイスでは、これは３０ｄＢｍで
あり得、５ＭＨｚの帯域幅を想定すると、ユーザごとの最大電力は２４ｄＢｍであり得る
。
【００９３】
　[00115]　図１８は、２．４ＧＨｚ周波数範囲における送信のために配慮され得るＭＨ
ｚあたりのｄＢｍの考慮事項を例示する。一般に、これらのＦＣＣ考慮事項は、最大６ｄ
Ｂｉアンテナ利得を持つ電力スペクトル密度の制限を配慮し得る。アンテナが６ｄＢｉよ
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りも大きい場合、出力電力は、アンテナ利得のｄＢｉごとの１ｄＢｉ分低減されなければ
ならない。
【００９４】
　[00116]　図１９は、図１７および図１８で見られる情報を生成するために使用された
テストケースを例示する。一般に、４×シンボル持続時間を持つ送信信号に関するＰＳＤ
波形が４つのケース：２０ＭＨｚ送信を送信する単一のユーザ、２０ＭＨｚ送信における
５ＭＨｚ局所化割り振りを用いる単一のユーザ、２０ＭＨｚ送信における５ＭＨｚ分散型
割り振りを用いる単一ユーザ、のために生成された。一般に、送信された信号のデータ部
分のみが、これらの提案されたもののために研究され、ＫｎｅｅパラメータＰ＝３および
ＰＡバックオフ＝４ｄＢを用いるＲａｐｐＰＡモデルが使用された。
【００９５】
　[00117]　トーン割り振りを選ぶとき、５ＧＨｚ帯域のための帯域外放射（ＯＯＢＥ）
要件を考慮することもまた役立ち得る。図２０は、どの米国連邦通信委員会（ＦＣＣ）規
則が５ＧＨｚスペクトルの様々な部分のために適用され得るかを例示する。図２１は、ど
のＯＯＢＥ　ＦＣＣが、生じ得る様々なタイプの送信のために適用され得るかを例示する
。
【００９６】
　[00118]　例えば、ＦＣＣ規則１５．２４７（ｄ）は、認証された周波数帯域の外のど
の１００ｋＨｚ帯域幅でも、電力がある特定の条件に従って減衰されることになると規定
する。第１に、最大ピーク伝導性出力電力プロシージャが１５．２４７（ｂ）（３）要件
に対するコンプライアンスを実証するために使用された場合、認証された周波数帯域の外
のどの１００ｋＨｚ帯域幅で測定されたピーク伝導性出力電力も、１００ｋＨｚにおける
最大帯域内ピークＰＳＤレベルと比較して少なくとも２０ｄＢ分減衰されることとする。
第２に、最大伝導性出力電力が１５．２４７（ｂ）（３）要件に対するコンプライアンス
を実証するために使用された場合、認証された周波数帯域の外のどの１００ｋＨｚ帯域幅
のピーク電力も、１００ｋＨｚにおける最大帯域内平均ＰＳＤレベルと比較して少なくと
も３０ｄＢ分減衰されることとする。しかしながら、どちらのケースでも、セクション１
５．２０９（ａ）で規定される一般的な放射制限を下回るレベルへの減衰は要求されない
。
【００９７】
　[00119]　ＦＣＣ規則１５．４０７（ｂ）は、望ましくない放射制限を説明している。
このセクションの段落（ｂ）（６）で示されることを除いて、動作の周波数帯域の外のピ
ーク放射は以下の制限に従って減衰されることとする：
・５．１５－５．２５ＧＨｚ帯域で動作する送信機では、５．１５－５．３５ＧＨｚ帯域
の外の全ての放射が、－２７ｄＢｍ／ＭＨｚのＥＩＲＰを越えないこととする。
・５．２５－５．３５ＧＨｚ帯域で動作する送信機では、５．１５－５．３５ＧＨｚ帯域
の外の全ての放射が、－２７ｄＢｍ／ＭＨｚのＥＩＲＰを越えないこととする。５．１５
－５．２５ＧＨｚ帯域で放射を生成する５．２５－５．３５ＧＨｚ帯域で動作するデバイ
スは、（屋内使用を含む）５．１５－５．２５ＧＨｚ帯域での動作のための全ての適用可
能な技術的要件を満たすか、または代わりとして、５．１５－５．２５ＧＨｚ帯域におけ
る－２７ｄＢｍ／ＭＨｚの帯域外放射ＥＩＲＰ制限を満たすことをしなければならない。
・５．４７－５．７２５ＧＨｚ帯域で動作する送信機では、５．４７－５．７２５ＧＨｚ
帯域の外の全ての放射が、－２７ｄＢｍ／ＭＨｚのＥＩＲＰを越えないこととする。
・５．７２５－５．８２５ＧＨｚ帯域で動作する送信機では、帯域エッジから、１０ＭＨ
ｚ分帯域エッジより上か、または下までの周波数範囲内の全ての放射が、－１７ｄＢｍ／
ＭＨｚのＥＩＲＰを越えないこととし、帯域エッジより１０ＭＨｚ以上分上か、または下
の周波数では、放射が、－２７ｄＢｍ／ＭＨｚのＥＩＲＰを越えないこととする。
【００９８】
　[00120]　図２２Ａ、図２２Ｂ、および図２２Ｃは、２０、４０、および８０ＭＨｚ送
信の各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃにおける５ＨＧｚ帯域送信のためのスペク
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トルマスク要件をそれぞれ例示する。図２３は、ＬＴＥ－Ｕ送信における２０ＭＨｚチャ
ネルのための送信スペクトルマスク（ＵＮＩＩ－１）を例示する。一般に、最大レベル（
０ｄＢｃ）は、「Ｐｗｒ＿ａｎｔｅｎｎａ－１０ｌｏｇ１０（１８）」として計算され、
これは、統合された１８ＭＨｚ電力からｄＢｍ／Ｈｚにアンテナポート電力をコンバート
する。図２４は、２０ＭＨｚチャネルのための送信スペクトルマスク（ＵＮＩＩ－３）を
例示する。図２５は、ＥＴＳＩ送信スペクトル電力マスクを例示する。ここで、５ＧＨｚ
　ＲＬＡＮ帯域は、２つのサブバンド：５１５０ＭＨｚから５３５０ＭＨｚまで、および
５４７０ＭＨｚから５７２５ＭＨｚまで、から成る全周波数範囲を含む。このマスクはＶ
ＨＴ８０をサポートするように緩和された。ここで、第１のロールオフは、帯域エッジ（
帯域内）ではなく、２で分けられる帯域幅でスタートする。図２６Ａ－２６Ｄは、２０、
４０、８０、および１６０ＭＨｚの各々に対する、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃのための絶
対帯域外放射を例示する。
【００９９】
　[00121]　図２７は、複数のワイヤレス通信デバイスにトーン割り振りを送信する実例
的な方法２７００である。いくつかの態様において、この方法は、ＡＰ１０４または別の
ワイヤレスデバイスによって行われ得る。この方法は、ＵＬまたはＤＬ　ＯＦＤＭＡ送信
のどちらかを含む、ＯＦＤＭＡ送信のための割り振りをシグナリングするために使用され
得る。
【０１００】
　[00122]　ブロック２７１０で、ＡＰ１０４は、複数のワイヤレス通信デバイス間で複
数のトーンを分けるトーン割り振りを決定する。ＡＰ１０４は、１つまたは複数のサブバ
ンドを決定することと、各サブバンドは、複数のトーンのサブセットを備え、１つまたは
複数のサブバンドのうちの１つのサブバンド内で複数のワイヤレス通信デバイスのうちの
１つのワイヤレス通信デバイスにトーングループサイズを割り当てることと、によってト
ーン割り振りを決定する。トーングループサイズは、ワイヤレス通信デバイスがサブバン
ド内で割り振られる連続するトーンの数を示す。
【０１０１】
　[00123]　例えば、各サブバンドは、１つまたは複数のワイヤレス通信デバイスに割り
当てられ得、各ワイヤレス通信デバイスは、１つのサブバンドに割り当てられ得る。それ
らのデバイスの各々は、そのサブバンドを使用して送信または受信のどちらかを行うよう
に構成され得る。２つ以上のデバイスが同じサブバンドに割り当てられる場合、それらの
デバイスは、そのサブバンドでトーンのサブセットのみを使用して送信するように構成さ
れ得る。例えば、それらのデバイスの各々は、図５および図７で例示されるようなトーン
を使用して送信するように構成され得る。いくつかの態様において、ＡＰ１０４は、どの
サブバンドに様々なデバイスを割り当てるべきかを、特定のサブバンドにおけるそのデバ
イスのパフォーマンスおよび能力に少なくとも部分的に基づいて決定できる。例えば、所
与のデバイスは、所与のサブバンドでより効率的に送信および／または受信でき得、それ
によりこのサブバンドに割り当てられ得る。例えば、ＡＰ１０４は、どのデバイスが各サ
ブバンドで最も効率的に動作し得るかを決定するのを助けるために、サブバンド特有利得
情報を決定または受信するように構成され得る。
【０１０２】
　[00124]　いくつかの態様では、異なるデバイスが、異なるトーングループサイズを割
り当てられ得る。例えば、特定のデバイスに割り当てられるトーングループサイズが、ア
ップリンクまたはダウンリンクのどちらかで、そのデバイスのために待ち行列に入れられ
るデータの量に少なくとも部分的に決定され得る。例えば、比較的大きい量のデータを送
信または受信することを望むデバイスは、より大きいトーングループサイズを割り当てら
れ得る。いくつかの態様では、様々なデバイスのトーングループが、図６で例示される方
法で組織化され得る。いくつかの態様では、図７で例示されるように、サブバンドとトー
ングループの両方が一緒に使用され得る。
【０１０３】
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　[00125]　ブロック２７２０で、ＡＰ１０４は、複数のワイヤレス通信デバイスの各々
に、トーン割り振りの少なくとも一部のインジケーションを送信する。例えば、トーン割
り振り、またはその少なくとも一部分のインジケーションは、アップリンクＯＦＤＭＡメ
ッセージのためのトリガメッセージに含まれ得、それは、デバイスにどのデバイスがＵＬ
　ＯＦＤＭＡメッセージで送信するための機会を有し得るかを通知し得、またデバイスに
どのトーン上でそれらが送信できるかを通知し得る。いくつかの態様において、この送信
は、そのメッセージのヘッダにおけるような、ＤＬ　ＯＦＤＭＡメッセージの一部として
送信され得る。例えば、ＤＬ　ＯＦＤＭＡメッセージは、送信におけるデータを有するデ
バイスを識別し、それらのデバイスにどのトーン上でそれらのデータが送信され得るかを
通知し得るヘッダを含み得る。いくつかの態様において、デバイスはさらに、様々なデバ
イスにＤＬ　ＯＦＤＭＡメッセージを送信できる。いくつかの態様において、デバイスは
さらに、トーン割り振りを使用して送信されるＵＬ　ＯＦＤＭＡメッセージを受信できる
。
【０１０４】
　[00126]　様々な実施形態において、複数のトーンの各トーンが、複数のワイヤレス通
信デバイスのうちの１つのワイヤレス通信デバイスにのみ割り振られ得、トーン割り振り
は、アップリンクまたはダウンリンク直交周波数分割多元接続メッセージのうちの１つの
ために使用され得る。様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスにトーン割り振
りの少なくとも一部分のインジケーションを送信することは、メッセージのヘッダにおい
てそのインジケーションを送信することを含み得る。様々な実施形態において、ワイヤレ
ス通信デバイスにトーン割り振りの少なくとも一部分のインジケーションを送信すること
は、トリガメッセージにおいてそのインジケーションを送信することを含み得る。
【０１０５】
　[00127]　様々な実施形態において、方法は、トーン割り振りを使用して複数のワイヤ
レス通信デバイスの各々にダウンリンクメッセージを送信することを含み得る。様々な実
施形態において、方法は、トーン割り振りを使用してワイヤレス通信デバイスによって送
信される、アップリンクメッセージを受信することをさらに含み得る。様々な実施形態に
おいて、サブバンドは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの２つ以上のデバイスに割
り当てられ得る。
【０１０６】
　[00128]　様々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは
複数のサブバンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイ
ズに従って、単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様
々な実施形態において、トーングループサイズは１であり得、１つまたは複数のサブバン
ドは複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複
数のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施
形態において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバ
ンドは単一のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、
単一のサブバンド内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。様々な実施形態
において、トーングループサイズは１よりも大きくあり得、１つまたは複数のサブバンド
は複数のサブバンドを含み得、トーン割り振りは、トーングループサイズに従って、複数
のサブバンドの各々内でワイヤレス通信デバイスにトーンを割り当て得る。
【０１０７】
　[00129]　様々な実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個
に１個のトーンを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、
サブバンド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な
実施形態において、ワイヤレス通信デバイスは、サブバンド内のＮ個に１個のトーングル
ープにおけるトーングループサイズに従って複数の連続するトーンを割り振られ得、ここ
でＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバンド内のトーンを割り当てられ
るワイヤレス通信デバイスの数であり得る。様々な実施形態において、複数のワイヤレス
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通信デバイスの各ワイヤレス通信デバイスは、トーングループサイズおよび複数のサブバ
ンドのうちの１つのサブバンドを割り当てられ得、サブバンド内のＮ個に１個のトーング
ループを割り振られ得、ここでＮは、複数のワイヤレス通信デバイスのうちの、サブバン
ド内のトーンを割り当てられるワイヤレス通信デバイスの数であり得る。
【０１０８】
　[00130]　ある実施形態において、図２７で図示される方法は、決定回路、割り当て回
路、および送信回路を含み得るワイヤレスデバイスにおいて実施され得る。当業者は、ワ
イヤレスデバイスが、本明細書で説明される簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多く
のコンポーネントを有し得ることを認識するだろう。本明細書で説明されるワイヤレスデ
バイスは、請求項の範囲内の実施のいくつかの卓越した特徴を説明するのに役立つそれら
のコンポーネントのみを含む。
【０１０９】
　[00131]　決定回路は、トーン割り振りを決定する、および／または１つまたは複数の
サブバンドを決定するように構成され得る。いくつかの実施形態では、生成回路が、図２
７のブロック２７１０の少なくとも一部分を実行するように構成され得る。決定回路は、
プロセッサ２０４（図２）、メモリ２０６（図２）、およびＤＳＰ２２０（図２）のうち
の１つまたは複数を含み得る。いくつかの実施において、決定するための手段は、決定回
路を含み得る。
【０１１０】
　[00132]　割り当て回路は、トーン割り振りを割り当てる、および／または１つまたは
複数のサブバンドを割り当てるように構成され得る。いくつかの実施形態では、生成回路
が、図２７のブロック２７１０の少なくとも一部分を実行するように構成され得る。割り
当て回路は、プロセッサ２０４（図２）、メモリ２０６（図２）、およびＤＳＰ２２０（
図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実施において、割り当てるための
手段は、割り当て回路を含み得る。
【０１１１】
　[00133]　送信回路は、トーン割り振りに従って、トーン割り振り、トーン割り振りの
少なくとも一部分のインジケーション、および／またはパケットを送信するように構成さ
れ得る。いくつかの実施形態では、送信回路が、図２７の少なくともブロック２７２０を
実行するように構成され得る。送信回路は、送信機２１０（図２）、アンテナ２１６（図
２）、およびトランシーバ２１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつか
の実施において、送信するための手段は、送信回路を含み得る。
【０１１２】
　[00134]　様々な実施形態において、ワイヤレスデバイスは、受信回路をさらに含み得
る。受信回路は、トーン割り振りに従ってパケットを受信するように構成され得る。受信
回路は、受信機２１２（図２）、アンテナ２１６（図２）、およびトランシーバ２１４（
図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実施において、受信するための手
段は、受信回路を含み得る。
【０１１３】
　[00135]　当業者は、情報および信号が、様々な異なる技術および技法のどれを使用し
ても表され得ることを理解するだろう。例えば、上記の説明全体を通して参照され得るデ
ータ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、
電磁波、電磁場もしくは磁性粒子、光学場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組合
せによって表され得る。
【０１１４】
　[00136]　本開示で説明される実施に対する様々な変更は、当業者にとって容易に明ら
かであり、本明細書で定義される一般的な原理は、本開示の範囲または趣旨から逸脱する
ことなく他の実施に適用され得る。従って、本開示は、本明細書に図示される実施に制限
されるように意図されていないが、本明細書で開示される請求項、原理および新規な特徴
と一致する最も広い範囲を与えられることとなる。「実例的」という言葉は、本明細書に
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おいて、「例、事例、または例示としての役割を果たす」という排他的な意味で使用され
る。「実例的」ものとして本明細書で説明される何れかの実施は、必ずしも、他の実施よ
りも好まれる、または有利であると解釈されるべきではない。
【０１１５】
　[00137]　別個の実施のコンテキストで本明細書において説明されるある特定の特徴も
また、単一の実施で組み合わせて実施され得る。反対に、単一の実施のコンテキストで説
明される様々な特徴もまた、複数の実施で別個に、または何らかの適したサブコンビネー
ションで実施され得る。さらに、特徴はある特定の組合せで作動するとして上で説明され
、最初からでさえそのように請求され得るものの、請求される組合せからの１つまたは複
数の特徴は、いくつかのケースで、その組合せから削除され得、請求される組合せは、サ
ブコンビネーション、またはサブコンビネーションのバリエーションを対象とし得る。
【０１１６】
　[00138]　本明細書で使用される場合、項目のリスト「のうちの１つの少なくとも１つ
」を指すフレーズは、単一のメンバを含む、それらの項目の任意の組合せを指す。例とし
て、「ａ、ｂ、またはｃのうちの１つの少なくとも１つ」は、ａ、ｂ、ｃ、ａ－ｂ、ａ－
ｃ、ｂ－ｃ、およびａ－ｂ－ｃをカバーするように意図される。
【０１１７】
　[00139]　上で説明された方法の様々な動作が、様々なハードウェアおよび／またはソ
フトウェアのコンポーネント（複数を含む）、回路、および／またはモジュール（複数を
含む）のような動作を実行する能力がある何らかの適した手段によっても実行され得る。
概して、図で例示された何らかの動作は、動作を実行する能力がある対応する機能的手段
によって実行され得る。
【０１１８】
　[00140]　本開示と関係して説明された、様々な例示的な論理ブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ信号（ＦＰＧＡ）または他の
プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、ディスクリートゲートまたはトランジスタ論理
回路、ディスクリートハードウェアコンポーネント、あるいは、本明細書で説明される機
能を実行するように設計された、それらの何れかの組合せを用いて実施または実行され得
る。汎用プロセッサは、マイクロプロセッサであり得るが、その代わりに、プロセッサは
、何らかの商業的に利用可能なプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、また
はステートマシンであり得る。プロセッサは、コンピューティングデバイスの組合せ、例
えば、ＤＳＰとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと
連結した１つまたは複数のマイクロプロセッサ、または何か他のそのような構成、として
も実施され得る。
【０１１９】
　[00141]　１つまたは複数の態様において、説明される機能は、ハードウェア、ソフト
ウェア、ファームウェア、またはそれらの何らかの組合せで実施され得る。ソフトウェア
で実施される場合、機能は、コンピュータ可読媒体上で１つまたは複数の命令またはコー
ドとして、記憶または送信され得る。コンピュータ可読媒体は、１つの場所から別の場所
へのコンピュータプログラムの転送を容易にする何らかの媒体を含む通信媒体とコンピュ
ータ記憶媒体との両方を含む。記憶媒体は、コンピュータによってアクセスされ得る何ら
かの利用可能な媒体であり得る。制限ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒
体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ（登録商標）、ＣＤ－ＲＯＭまたは他の光学ディス
クストレージ、磁気ディスクストレージまたは他の磁気記憶デバイス、あるいはデータ構
造または命令の形態で所望のプログラムコードを記憶または搬送するために使用され得る
、かつコンピュータによってアクセスされ得る何か他の媒体を備え得る。また、何らかの
接続手段がコンピュータ可読媒体と適切に名付けられる。例えば、ソフトウェアが、同軸
ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、または
赤外線、無線、およびマイクロ波のようなワイヤレス技術を使用して、ウェブサイト、サ
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ツイストペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、およびマイクロ波のようなワイヤレス技術
は、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用される場合、ディスク（disk）およびディス
ク（disc）は、コンパクトディスク（disc）（ＣＤ）、レーザーディスク（登録商標）（
disc）、光学ディスク（disc）、デジタル多用途ディスク（disc）（ＤＶＤ）、フロッピ
ー（登録商標）ディスク（disk）、およびブルーレイディスク（disc）を含み、ここでデ
ィスク（disk）は大抵、磁気的にデータを再生する一方で、ディスク（disc）は、レーザ
ーを用いて光学的にデータを再生する。従って、いくつかの態様では、コンピュータ可読
媒体が、非一時的なコンピュータ可読媒体（例えば、有体媒体）を備え得る。加えていく
つかの態様では、コンピュータ可読媒体が、一時的なコンピュータ可読媒体（例えば、信
号）を備え得る。上記の組合せもまた、コンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきで
ある。
【０１２０】
　[00142]　本明細書で開示さている方法は、説明された方法を達成するための１つまた
は複数のステップまたはアクションを備える。方法のステップおよび／またはアクション
は、請求項の範囲から逸脱することなく、互いに入れ替えられ得る。言い換えると、ステ
ップまたはアクションの指定の順序が規定されない限り、指定のステップおよび／または
アクションの順序および／または使用は、請求項の範囲から逸脱することなく変更され得
る。
【０１２１】
　[00143]　さらに、本明細書で説明される方法および技法を実行するためのモジュール
および／または他の適切な手段がダウンロードされ得る、および／または別の形で、適用
可能である場合ユーザ端末および／または基地局によって取得され得ることは認識される
べきである。例えば、そのようなデバイスは、本明細書で説明される方法を実行するため
の手段の転送を容易にするためにサーバに結合され得る。代わりとして、本明細書で説明
される様々な方法は、記憶手段（例えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、コンパクトディスク（ＣＤ）
またはフロッピーディスクのような物理記憶媒体等）を介して、ユーザ端末および／また
は基地局が、デバイスに記憶手段を結合または提供する際に様々な方法を取得し得るよう
に、提供され得る。さらに、本明細書で説明される方法および技法をデバイスに提供する
ための何か他の適した技法が、利用され得る。
【０１２２】
　[00144]　前述の内容は本開示の態様を対象としているものの、本開示の他のおよびさ
らなる態様が、その基本的な範囲から逸脱することなく考案され得、その範囲は、以下に
続く請求項によって決定される。
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